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平成２４年３月２日

関 係 各 位

高 千 穂 交 易 株 式 会 社

代 表 取 締 役 社 長 戸 田 秀 雄

（コード番号 ２６７６ 東証第１部）

問合せ先

取締役 執行役員

経営システム本部長 広 木 邦 昭

電 話 ０３－３３５５－１１１１

マイティカード株式会社の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ

当社は、平成 24 年３月２日開催の取締役会において、マイティカード株式会社を子会社化するため

に、丸紅株式会社が保有するマイティカード株式会社の株式 91.25%のうち、過半数となる 71.75%を取

得することについて決議しましたのでお知らせいたします。

記

１．株式取得の理由

バーコードに代わる次世代の自動認識システムと言われる RFID 注を用いたシステムは、近年、在庫

管理、資産管理、物流管理等を目的に、具体的な実用例が目立つようになってまいりました。当社でも、

図書館システムや入退室管理システムなど特定な分野で、その実績を積み上げて参りましたが、当社の

セキュリティ事業の主なお客様である小売業においても、商品の製造から流通、陳列、販売に至るまで

一元的に管理できる RFID を用いた在庫・流通管理システムが検討され始め、加えて、本年７月より国

内の RFID 周波数が海外と共通性のある周波数に移行するため、RFID 技術を利用したシステムの需要

が増加し、本格的な RFID システム活用の時代が到来すると予測されます。

マイティカード株式会社は、こうした RFID 技術の国内リーディングカンパニーであり、同社のシス

テムは、既に倉庫、物流センター、建築現場での商品・資材・廃棄物の管理など、幅広い業種のお客様

から様々な用途で利用されています。

当社では、今回の丸紅株式会社からの株式取得を皮切りに、今後拡大が見込まれる RFID 技術の分野

に本格的に進出し、当社システム事業の新たな柱へ育成していく方針です。具体的には、マイティカー

ド株式会社の有する有力海外RFIDシステム機器の販売及びそれらRFID機器を使ったシステム構成技

術を、当社がセキュリティシステムの販売を通じて長年取引いただいている多くの小売業のお客様はじ

め、流通業、倉庫業、建築業、サービス業などの多様なお客様に、当社の設置・保守ネットワークを活

用して、競合他社に先駆け広く提供して参ります。また、引き続きマイティカード株式会社の株主であ

る丸紅株式会社とも協力関係を持ち、同事業を推進していく所存です。

注）RFID（Radio Frequency Identification）とは、物品の情報を記憶する半導体チップと通信用のア
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ンテナを組み込んだ RFID タグ（IC タグとも呼ばれる）を物品に付け、それを電波で読みとることに

より、バーコードよりも詳細な物品の情報について自動的に認識ができるシステムです。

２．異動する子会社の概要

(１) 名 称 マイティカード株式会社

(２) 所 在 地 東京都渋谷区渋谷三丁目 12 番 18 号

(３) 代表者の役職・ 氏名 代表取締役社長 阿部 達也

(４) 事 業 内 容

非接触 IC チップの製造及び販売、RFID タグ（データキャリア）及

び周辺機器（リーダライタ）システムの開発と販売、各種保守、管理、

コンサルタント業等

(５) 資 本 金 249,982,000 円

(６) 設 立 年 月 日 平成９年 10 月８日

(７) 大株主及び持株 比率 丸紅株式会社 91.25% 他

資 本 関 係 資本関係はありません。

人 的 関 係 人的関係はありません。(８)
当 社 と 当 該 会 社

と の 間 の 関 係
取 引 関 係 取引関係はありません。

(９) 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 (単位：千円)

決 算 期 2009 年３月期 2010 年３月期 2011 年３月期

純 資 産 371,218 433,653 427,970

総 資 産 422,558 616,371 468,259

１ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 6,629 7,744 7,642

売 上 高 515,948 690,377 444,960

営 業 利 益 △46,955 63,558 5,798

経 常 利 益 △45,894 62,643 6,256

当 期 純 利 益 △60,294 62,369 11,170

３．株式取得の相手先の概要

(１) 名 称 丸紅株式会社

(２) 所 在 地 東京都千代田区大手町一丁目４番２号

(３) 代表者の役職・ 氏名 代表取締役社長 朝田 照男

(４) 事 業 内 容

食料、繊維、資材、紙パルプ、化学品、エネルギー、金属、機械、金

融、物流、情報関連、開発建設等において、輸出入及び国内取引、各

種サービス業務、内外事業投資、資源開発等

(５) 資 本 金 262,686 百万円（2011 年 12 月 31 日時点）

(６) 設 立 年 月 日 1949 年 12 月１日

(７) 連 結 純 資 産 847,287 百万円（2011 年 12 月 31 日時点）
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(８) 連 結 総 資 産 4,848,778 百万円（2011 年 12 月 31 日時点）

(９)
大株主及び持株 比率

(2011 年９月 30 日時点)

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）：5.97%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）：4.34%

ジェーピーモルガン チェース バンク 380055：4.15%

株式会社損害保険ジャパン：3.23%

明治安田生命保険相互会社：2.41%

資 本 関 係 資本関係はありません。

人 的 関 係 人的関係はありません。

取 引 関 係 取引関係はありません。(10)
当 社 と 当 該 会 社

と の 間 の 関 係
関連当事者へ

の 該 当 状 況
関連当事者に該当しません。

４．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況

(１) 異動前の所有株 式数 0 株

(２) 取 得 株 式 数
40,180 株

（発行済株式数に対する割合：71.75%）

(３) 異動後の所有株 式数
40,180 株

（所有割合：71.75%）

※ 取得価額については、相手方と守秘義務契約を締結しているため、開示を控えさせて頂きます。

５．日程

(１) 取 締 役 会 決 議 日 平成 24 年３月２日

(２) 株 式 譲 渡 契 約 日 平成 24 年３月２日

(３) 株 式 譲 渡 日 平成 24 年３月 15 日

６．今後の見通し

上記の株式取得が当社の今期（2012 年３月期）業績に与える影響は軽微であります。当社の今期

業績予想を変更する必要が生じた場合は、速やかに公表いたします。

以 上


